
一体型補助対象物件であるかの確認

□ 今までに耐震関係の補助を受けた物件ではない（補強計画、補強工事とも）

□ 木造軸組工法で建てられた住宅である

□ 耐震評点が1.0未満であり評点が0.3以上向上する計画である

□ 木造住宅耐震補強事業費補助金交付申請書

□ 事業計画書（必要箇所をすべて記入すること）

□ 耐震補強計画等策定に要する見積書の写し

□ 耐震補強工事に要する見積書の写し（概算金額でも可）

□ 付近見取り図（案内図）

□ 耐震診断結果報告書

□ 耐震補強工事予定建築物の配置図及び各階平面図

□ 建築年次を証明する書類（確認済証、登記謄本、課税証明書など）

□ 居住者による申請の場合は、所有者の承諾書（居住者と所有者が異なる場合）

補助額の上乗せを申請する場合は家族構成報告書と内容を確認できる書類（借家対象外）

□ 65歳以上の方のみの世帯：居住者の年齢が確認できる書類

□ 障がい者等世帯：障がい者等であることが確認できる書類（障がい者手帳の写しなど）

□ 建物の写真（外部２方向、内部１か所程度）

□ 耐震補強相談士であることを証明する書類の写し

□ 耐震補強計画確認依頼書

□ 耐震診断結果報告書の写し（診断者名、診断年月日の入力を確認）

□ 耐震補強計画等の策定に要する経費の見積書の写し

□ 耐震補強工事に要する経費の見積書の写し（補強計画に基づく詳細見積）

□ 耐震補強計画結果報告書の写し（診断者名、診断年月日の入力を確認）

□ 耐震補強計画平面図

□ その他必要と認める書類（該当ある場合）

□ 木造住宅耐震改修助成事業計画変更申請書

□ 変更内容がわかる書類（耐震診断結果報告書、耐震補強計画結果報告書、見積書写しなど）

□ 木造住宅耐震改修助成事業計画遅延等報告書

□ 木造住宅耐震助成事業計画廃止（中止）届

↓完了実績報告は裏面

木造住宅耐震改修成事業費補助金交付申請（補強計画・補強工事一体型）
　必要書類チェックリスト

補助金交付申請書提出時

耐震補強計画確認依頼書提出時

施工箇所及び施工方法の変更や補助申請額の変更が生じた場合

申請者名：　　　　　　　　　　　

計画の遅延が生じた場合

補助事業の廃止または中止が生じた場合

□



□ 契約書または領収書の写し（領収書の写しは提出必須）

工事写真（下記すべてが確認できる写真）

□ 使用する金物や釘、構造用合板の材料確認写真

□ 筋交いの仕様（断面寸法）が確認できる写真

□ 施工箇所が判別できる全景写真（全箇所）※番号などで場所を管理すること

□ 施工箇所の取付金物などが確認できる近景写真（全箇所）

□ 耐力壁付近のアンカーボルト施工が確認できる近景写真（全箇所）

□ 15kn・20kn金物を使用する際は金物仕様に応じたアンカーボルトが確認できる写真

□ 構造用合板の下地受け材が確認できる写真（全箇所）

□ 構造用合板の釘ピッチが確認できる写真（全箇所）

□ 工事監理者の監理状況がわかる写真

□

完了実績報告提出時

□

写真が無い場合や不鮮明な場合等、該当部分の耐力を無いものとして再計算し、安全性
を確認すること



ﾁｪｯｸ

□ 今回の補助金は、補強計画と補強工事の両方を実施することが条件です。

補強計画策定の結果、補強工事の実施を中止する場合には、補助金の交付

ができません。

（補強計画のみの補助は行えないため、補強計画分は自己負担となります）

ﾁｪｯｸ

□ 事業の進捗により必要な提出書類が複数あります。

各書類提出後、市から通知書（交付決定通知書、確認結果通知書）を受領

した後に、次工程の作業を実施してください。

ﾁｪｯｸ

□ 補強計画に基づき、耐震補強工事が行われているかの確認は、すべて写真

にて判断することになります。

写真撮影箇所不足がある場合や、写真が不鮮明な場合、提出された写真に

て金物類の取付に不適当な点が発見された場合や、金物メーカーの仕様と

異なる施工となっている場合には、該当部分の耐力を除外して再計算する

か、再施工した写真を提出していただくようになります。

上記注意事項を確認し、木造住宅耐震改修事業を実施します。

申請者名：

耐震補強相談士名：

木造住宅耐震改修助成事業費補助金交付申請（補強計画・補強工事一体型）
注意事項


